
令和４年９月９日　川西市介護保険運営協議会
資料２－１

１．計画に位置づけた施策の取り組み状況について

（１）全体集計

施策数 割合

25 26.3%

55 57.9%

13 13.7%

2 2.1%

95 100.0%

川西市高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画の進捗状況について

Ａ（目標に沿った施策展開ができた）

Ｂ（目標達成に向けてさらなる推進が必要）

Ｃ（目標に沿った施策展開ができなかった）

Ｄ（その他）

合計

　川西市高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画では、令和３年度から令和５年度まで

の３年間を計画期間として、「全ての人が、最期まで自分らしく暮らし続けることができる地

域共生社会の実現」との基本理念のもと、５つの基本目標に沿って94の施策を実施していま

す。

　ここでは、令和３年度における各施策の実施状況について、担当所管による自己評価の概要

をまとめています。施策ごとの取り組み内容等は、資料２－２「進捗状況調査票」をご覧くだ

さい。

　評価は、各施策の担当所管が、令和３年度の実施状況について４段階で自己評価したもの

で、「Ａ」は、目標に沿った施策実施ができ、目標を達成することができたもの、「Ｂ」は、

目標に沿った施策展開はできたが、目標達成に向けてさらなる推進が必要なもの、「Ｃ」は、

目標に沿った施策展開はできなかったもの、「Ｄ」は、「Ａ」から「Ｃ」のいずれにも該当し

ないものを表しています。

　計画全体では、「Ａ」評価が26.3％、「Ｂ」評価が57.9％となっており、これらを合わせ

ると84.2％が、一定程度、計画に定めた目標に沿った施策展開ができていると評価していま

す。

　なお、同一施策を複数の所管で実施している場合は、所管ごとに評価を行っているため、評

価の合計数は、計画に位置づけた施策の合計数とは一致していません。

Ａ（目標に沿った施策

展開ができた）, 

26.3%

Ｂ（目標達成に向けてさらなる

推進が必要）, 57.9%

Ｃ（目標に沿った施策展

開ができなかった）, 

13.7%

Ｄ（その他）, 

2.1%
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（２）基本目標ごとの集計結果

○基本目標１：健康でいきいきと暮らす～介護予防と健康づくりの推進～

施策数 割合

2 18.2%

8 72.7%

0 0.0%

1 9.1%

11 100.0%

「Ａ」評価の項目

 No.7「通いの場」等でのリハビリテーション専門職との連携

 No.8 かわにし健幸マイレージ

「Ｂ」評価の主な項目

  No.11 フレイル改善短期集中プログラムの実施

○基本目標２：地域でつながり支えあう

       ～地域共生社会の実現に向けた地域包括ケアシステムの強化～

施策数 割合

14 58.3%

9 37.5%

1 4.2%

0 0.0%

24 100.0%

Ａ（目標に沿った施策展開ができた）

Ｂ（目標達成に向けてさらなる推進が必要）

Ｃ（目標に沿った施策展開ができなかった）

Ｄ（その他）

合計

Ａ（目標に沿った施策展開ができた）

Ｂ（目標達成に向けてさらなる推進が必要）

Ｃ（目標に沿った施策展開ができなかった）

Ｄ（その他）

合計

　　　阪神北圏域リハビリテーション支援センターとの連携により、リハビリテー

　　ション専門職が介護予防教室に講師として出務できる体制の整備や、「自立支援

　　型地域ケア会議」でのリハビリテーション専門職との連携を行うことができた。

　　　今後も、リハビリテーション専門職と有機的に連携し、重度化防止・介護予

　　防・フレイル予防につながる事業展開を行う。

　　　コロナ禍での実施となったが、新型コロナウイルス感染予防のため、参集型の

　　説明会をオンラインに変更して実施するなどして、予定数を上回る新規参加者の

　　確保につなげることができた。

　　　令和４年度も参加者確保及び運動習慣化を図るほか、新たな健康施策につなげ

　　るため、今後のあり方について検討していく。

　　　課内にプロジェクトチームを設置し、介護保険運営協議会、地域包括支援セン

　　ター、介護保険サービス協会、通所型サービス事業者、阪神北圏域リハビリテー

　　ション支援センターとの意見交換などを行いながら、事業内容の検討を行った。

　　令和４年度中の実施開始に向け引き続き取り組む。
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「Ａ」評価の主な項目

  No.13 生活支援コーディネーターの配置

    No.15 地域包括支援センターの運営

    No.23 高齢者虐待の防止に向けた対応

    No.26 「川西市・猪名川町入退院支援の手引き」の運用

「Ｃ」評価の項目

    No.33 「介護事業者のためのワークショップ」の実施

　　　複合化する課題への対応力強化や効果的な介護予防事業の推進を図るととも

　　に、介護予防支援事業（介護予防ケアプランの作成、給付管理等）を適切に実施

　　できる人員配置とするため、条例上の配置基準に加え、機能強化分として、各地

　　域包括支援センターに１名ずつ追加配置を行った。しかし、センター業務が過大

　　となっているほか、恒常的な欠員発生の問題もあり、業務の効率化が課題であ

　　る。

　　　運用開始後の状況を踏まえ、手引きの見直しを行った。また、コロナ禍で病院

　　と地域支援者間で、手引きどおりの連携が難しい中、現在病院がどのような連携

　　を行っているかの調査を行った。　

　　　コロナ禍であっても、引き続き、医療と介護が切れ目なく連携できるよう、課

　　題の情報共有と対応を行っていく。

　　　新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、ワークショップを開催することがで

　　きなかった。感染拡大の状況を踏まえ、来年度以降の開催に向けて関係機関と協

　　議していく。

　　　第２層生活支援コーディネーターは、川西市社会福祉協議会へ委託して配置し

　　ており、令和３年度は委託料を増額し、コミュニティワーカーとの兼務で４名を

　　配置した。引き続き、日常生活圏域ごとに１名の配置をめざし、段階的に増員を

　　進めていく必要がある。

　　　また、生活支援コーディネーターの役割である、地域にある社会資源の把握の

　　ため、令和４年３月「福祉と医療の総合情報サイト＜かわにしサポートナビ＞」

　　を開設し、社会資源の一元化・可視化を行った。今後、このデータをもとに地域

　　分析を進め、地域に不足する必要な社会資源の創出につなげていく必要がある。

　　　新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、高齢者の心身機能の低下と介護負担増

　　加による虐待の増加が危惧されたため、高齢者虐待防止のため市民向け啓発冊子

　　を作成し配布するとともに、広報誌での相談窓口の周知を行った。

　　　また、高齢者虐待の早期発見と適切な対応につながるよう、市内介護支援専門

　　員や地域包括支援センター、介護事業所向け研修会をＷＥＢ方式を交えながら

　　行った。

　　　必要な人に必要な情報や支援が届くよう、継続して高齢者虐待防止に向けた取

　　り組みを行っていく必要がある。
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○基本目標３：認知症になっても自分らしく暮らす～認知症施策の充実～

施策数 割合

0 0.0%

11 91.7%

1 8.3%

0 0.0%

12 100.0%

「Ｂ」評価の主な項目

    No.36 介護予防教室や啓発活動の取り組み

「Ｃ」評価の項目

    No.46 ニーズの把握と支援サービスのあり方の検討

○基本目標４：住み慣れた地域で安心して暮らす～高齢者福祉の推進～

施策数 割合

4 11.8%

22 64.7%

8 23.5%

0 0.0%

34 100.0%

「Ａ」評価の主な項目

    No.80 介護サービス事業所に対する災害及び感染症対策の周知・徹底

Ａ（目標に沿った施策展開ができた）

Ｂ（目標達成に向けてさらなる推進が必要）

Ｃ（目標に沿った施策展開ができなかった）

Ｄ（その他）

合計

Ａ（目標に沿った施策展開ができた）

Ｂ（目標達成に向けてさらなる推進が必要）

Ｃ（目標に沿った施策展開ができなかった）

Ｄ（その他）

合計

　　　社会参加や運動習慣を身につけることなどが認知症予防になることを啓発し、

　　一般介護予防事業の介護予防普及啓発事業「いきいき元気倶楽部」において認知

　　症予防を強化することができた。

 　　　ほかにも、アルツハイマー月間にあわせ、市役所や図書館での展示や、市広報

　　誌による認知症啓発活動を行った。

 　　　今後も、認知症に関する正しい知識や理解の普及・啓発を継続していく。

　　　若年性認知症カフェへの当事者の参加は少なく、支援者からの相談はあって

　　も、本人からの相談実績は少ないため、当事者ニーズを把握しにくいのが実状で　　

　　ある。また、本市には、若年性認知症の方が希望するサービスや居場所が少ない

　　ため、障がい者施策も含めた支援のあり方について検討が必要である。

　　　新型コロナウイルス感染症への対応として、感染管理認定看護師を講師に招

　　き、研修会と個別相談会を開催した。

　　　一方、実地指導については、感染拡大防止の観点から８件の実施にとどまった

　　が、集団指導を通じて市が指定権者である事業所等に対し、感染症対策の強化の

　　ほか、ＢＣＰに記載すべき事項やガイドラインについて説明を行った。

　　　今後とも、実地指導や集団指導を通じてＢＣＰの作成支援を中心に災害時の安

　　全確保策や感染予防策の徹底に資するように支援を行う必要がある。
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「Ｂ」評価の主な項目

  No.62 ニーズ把握とシルバー人材センターの充実

  No.66 事業の継続した実施（住宅改造費助成事業）

「Ｃ」評価の主な項目

  No.76 介護離職の防止に向けた支援策の調査・研究

○基本目標５：介護が必要になっても自立した生活を営む

       ～介護サービスの充実と適正な運営の確保～

施策数 割合

5 35.7%

5 35.7%

3 21.4%

1 7.2%

14 100.0%

「Ａ」評価の主な項目

  No.86 介護度改善インセンティブ事業の創設

「Ｃ」評価の主な項目

  No.88 介護認定審査会委員研修の実施

Ａ（目標に沿った施策展開ができた）

Ｂ（目標達成に向けてさらなる推進が必要）

Ｃ（目標に沿った施策展開ができなかった）

Ｄ（その他）

合計

　　　シルバー人材センターについて、会員募集の説明会を５回にわたり実施したこ

　　とにより会員数は見込みを上回った。就業延べ人数や事業収入は、新型コロナウ

　　イルス感染症拡大の影響などにより、見込みを下回った。

　　　高齢化が進展していく中で、自宅のバリアフリー工事のニーズは高く、高齢者

　　が自宅で快適に過ごせるよう継続して本事業を実施した。

　　　令和４年度から県の補助金（一般型）が廃止されるため、市独自の事業として

　　実施する。令和５年度以降の実施について検討する必要がある。

　　　特別型については、今後とも、県と連携して引き続き事業を実施していく。

　　　市広報誌での認知症の啓発に関する取組みの掲載や、高齢者虐待防止に関する

　　リーフレットの配布などを通じて、地域包括支援センターの周知を行うにとど

　　まった。

　　　事業者団体や関係機関等から意見聴取を行い課題整理を行うとともに、介護保

　　険運営協議会において専門的な見地から検討を加え、令和４年度から事業を実施

　　することとした。

　　　今後は、実施状況を踏まえ、必要に応じ、事業内容の見直しを行うとともに、

　　事業効果の検証を行っていく必要がある。

　　　令和３年度は、ウィズコロナ時代でも審査会を継続して運営できるよう、審査

　　会のオンライン開催を進めた。一方、審査会委員に対する研修もオンラインで研

　　修を実施する準備を進めたが、令和３年度中には実施できなかったため、令和４

　　年度に実施する予定である。
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○予防給付

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

計 画 値 0円 0円 0円 0円

実 績 値 161,333円 161,333円

達 成 率 － 　－ － －

計 画 値 72,479,000円 75,423,000円 78,152,000円 226,054,000円

実 績 値 74,214,710円 74,214,710円

達 成 率 102.39% 0.00% 0.00% 32.83%

計 画 値 6,650,000円 7,023,000円 7,023,000円 20,696,000円

実 績 値 6,303,314円 6,303,314円

達 成 率 94.79% 0.00% 0.00% 30.46%

計 画 値 24,460,000円 25,555,000円 26,469,000円 76,484,000円

実 績 値 19,655,550円 19,655,550円

達 成 率 80.36% 0.00% 0.00% 25.70%

計 画 値 33,632,000円 34,914,000円 35,680,000円 104,226,000円

実 績 値 38,559,156円 38,559,156円

達 成 率 114.65% 0.00% 0.00% 37.00%

計 画 値 3,847,000円 3,849,000円 3,849,000円 11,545,000円

実 績 値 3,274,541円 3,274,541円

達 成 率 85.12% 0.00% 0.00% 28.36%

計 画 値 0円 0円 0円 0円

実 績 値 83,791円 83,791円

達 成 率 － 　－ － －

計 画 値 62,752,000円 65,266,000円 67,252,000円 195,270,000円

実 績 値 57,553,668円 57,553,668円

達 成 率 91.72% 0.00% 0.00% 29.47%

計 画 値 8,089,000円 8,395,000円 8,395,000円 24,879,000円

実 績 値 4,540,238円 4,540,238円

達 成 率 56.13% 0.00% 0.00% 18.25%

計 画 値 31,528,000円 33,556,000円 33,556,000円 98,640,000千円

実 績 値 37,199,393円 37,199,393千円

達 成 率 117.99% 0.00% 0.00% 37.71%

計 画 値 62,649,000円 62,684,000円 65,208,000円 190,541,000円

実 績 値 61,139,938円 61,139,938円

達 成 率 97.59% 0.00% 0.00% 32.09%

２．介護サービス等の給付実績について

介 護 予 防
訪問入浴介護

介 護 予 防
訪 問 看 護

介 護 予 防
訪問リハビリ
テ ー シ ョ ン

介護予防居宅
療養管理指導

介 護 予 防
通所リハビリ
テ ー シ ョ ン

介護予防短期
入所生活介護

介護予防短期
入所療養介護

介 護 予 防
福祉用具貸与

特定介護予防
福祉用具販売

介 護 予 防
住 宅 改 修

介護予防特定
施 設 入 居 者
生 活 介 護

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
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令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

計 画 値 8,458,000円 9,558,000円 10,133,000円 28,149,000円

実 績 値 6,551,710円 6,551,710円

達 成 率 77.46% 0.00% 0.00% 23.28%

計 画 値 3,130,000円 3,131,000円 3,131,000円 9,392,000円

実 績 値 4,667,328円 4,667,328円

達 成 率 149.12% 0.00% 0.00% 49.69%

計 画 値 60,447,000円 62,949,000円 64,842,000円 188,238,000円

実 績 値 59,532,654円 59,532,654円

達 成 率 98.49% 0.00% 0.00% 31.63%

計 画 値 378,121,000円 392,303,000円 403,690,000円 1,174,114,000円

実 績 値 373,437,324円 0円 0円 373,437,324円

達 成 率 98.76% 0.00% 0.00% 31.81%

○介護給付

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

計 画 値 1,278,298,000円 1,346,319,000円 1,405,394,000円 4,030,011,000円

実 績 値 1,334,046,653円 1,334,046,653円

達 成 率 104.36% 0.00% 0.00% 33.10%

計 画 値 28,294,000円 29,858,000円 31,219,000円 89,371,000円

実 績 値 47,506,556円 47,506,556円

達 成 率 167.90% 0.00% 0.00% 53.16%

計 画 値 476,199,000円 500,105,000円 519,546,000円 1,495,850,000円

実 績 値 541,286,608円 541,286,608円

達 成 率 113.67% 0.00% 0.00% 36.19%

計 画 値 40,650,000円 42,393,000円 44,272,000円 127,315,000円

実 績 値 39,966,660円 39,966,660円

達 成 率 98.32% 0.00% 0.00% 31.39%

計 画 値 242,934,000円 255,623,000円 266,308,000円 764,865,000円

実 績 値 264,915,322円 264,915,322円

達 成 率 109.05% 0.00% 0.00% 34.64%

計 画 値 1,198,618,000円 1,258,564,000円 1,303,612,000円 3,760,794,000円

実 績 値 1,213,646,744円 1,213,646,744円

達 成 率 101.25% 0.00% 0.00% 32.27%

計 画 値 198,263,000円 207,881,000円 216,015,000円 622,159,000円

実 績 値 194,402,809円 194,402,809円

達 成 率 98.05% 0.00% 0.00% 31.25%

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

介 護 予 防
小規模多機能
型 居 宅 介 護

介 護 予 防
認知症対応型
共同生活介護

介 護 予 防 支 援

小　計

訪 問 介 護

訪問入浴介護

訪 問 看 護

訪問リハビリ
テ ー シ ョ ン

居 宅 療 養
管 理 指 導

通 所 介 護

通所リハビリ
テ ー シ ョ ン

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
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令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

計 画 値 370,081,000円 391,713,000円 406,794,000円 1,168,588,000円

実 績 値 361,473,059円 361,473,059円

達 成 率 97.67% 0.00% 0.00% 30.93%

計 画 値 58,045,000円 63,869,000円 65,985,000円 187,899,000円

実 績 値 44,147,250円 44,147,250円

達 成 率 76.06% 0.00% 0.00% 23.50%

計 画 値 376,473,000円 395,851,000円 412,535,000円 1,184,859,000円

実 績 値 399,099,264円 399,099,264円

達 成 率 106.01% 0.00% 0.00% 33.68%

計 画 値 12,996,000円 14,115,000円 14,627,000円 41,738,000円

実 績 値 16,453,618円 16,453,618円

達 成 率 126.61% 0.00% 0.00% 39.42%

計 画 値 49,707,000円 51,794,000円 55,602,000円 157,103,000円

実 績 値 39,513,944円 39,513,944円

達 成 率 79.49% 0.00% 0.00% 25.15%

計 画 値 1,091,655,000円 1,131,581,000円 1,176,639,000円 3,399,875,000円

実 績 値 1,065,073,629円 1,065,073,629円

達 成 率 97.57% 0.00% 0.00% 31.33%

計 画 値 111,771,000円 167,531,000円 190,007,000円 469,309,000円

実 績 値 103,378,431円 103,378,431円

達 成 率 92.49% 0.00% 0.00% 22.03%

計 画 値 3,006,000円 3,008,000円 3,008,000円 9,022,000円

実 績 値 0円 0円

達 成 率 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

計 画 値 284,308,000円 299,870,000円 311,661,000円 895,839,000円

実 績 値 263,716,133円 263,716,133円

達 成 率 92.76% 0.00% 0.00% 29.44%

計 画 値 593,476,000円 615,919,000円 631,531,000円 1,840,926,000円

実 績 値 568,498,945円 568,498,945円

達 成 率 95.79% 0.00% 0.00% 30.88%

計 画 値 111,360,000円 121,435,000円 177,951,000円 410,746,000円

実 績 値 103,893,163円 103,893,163円

達 成 率 93.29% 0.00% 0.00% 25.29%

計 画 値 39,029,000円 58,576,000円 61,572,000円 159,177,000円

実 績 値 49,911,112円 49,911,112円

達 成 率 127.88% 0.00% 0.00% 31.36%

計 画 値 398,791,000円 418,423,000円 434,543,000円 1,251,757,000円

実 績 値 458,515,510円 458,515,510円

達 成 率 114.98% 0.00% 0.00% 36.63%

短 期 入 所
生 活 介 護

短 期 入 所
療 養 介 護

福祉用具貸与

特定福祉用具
販 売

住 宅 改 修 費

特 定 施 設
入 居 者
生 活 介 護

定 期 巡 回 ・
随 時 対 応 型
訪問介護看護

認知症対応型
通 所 介 護

小規模多機能
型 居 宅 介 護

認知症対応型
共同生活介護

地 域 密 着 型
介護老人福祉
施 設 入 所 者
生 活 介 護

看 護 小 規 模
多 機 能 型
居 宅 介 護

地 域 密 着 型
通 所 介 護

居
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
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令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

計 画 値 2,430,917,000円 2,432,266,000円 2,432,266,000円 7,295,449,000円

実 績 値 2,511,890,964円 2,511,890,964円

達 成 率 103.33% 0.00% 0.00% 34.43%

計 画 値 1,338,471,000円 1,339,214,000円 1,339,214,000円 4,016,899,000円

実 績 値 1,299,418,158円 1,299,418,158円

達 成 率 97.08% 0.00% 0.00% 32.35%

計 画 値 182,087,000円 204,353,000円 204,353,000円 590,793,000円

実 績 値 178,298,504円 178,298,504円

達 成 率 97.92% 0.00% 0.00% 30.18%

計 画 値 5,392,000円 5,395,000円 5,395,000円 16,182,000円

実 績 値 4,485,321円 4,485,321円

達 成 率 83.18% 0.00% 0.00% 27.72%

計 画 値 643,923,000円 676,248,000円 700,738,000円 2,020,909,000円

実 績 値 692,343,340円 692,343,340円

達 成 率 107.52% 0.00% 0.00% 34.26%

計 画 値 11,564,744,000円 12,031,904,000円 12,410,787,000円 36,007,435,000円

実 績 値 11,795,881,697円 0円 0円 11,795,881,697円

達 成 率 102.00% 0.00% 0.00% 32.76%

計 画 値 11,942,865,000円 12,424,207,000円 12,814,477,000円 37,181,549,000円

実 績 値 12,169,319,021円 0円 0円 12,169,319,021円

達 成 率 101.90% 0.00% 0.00% 32.73%

○介護予防・日常生活支援総合事業

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

計 画 値 180,319,000円 187,532,000円 195,034,000円 562,885,000円

実 績 値 155,853,246円 155,853,246円

達 成 率 86.43% 0.00% 0.00% 27.69%

計 画 値 415,631,000円 432,508,000円 450,105,000円 1,298,244,000円

実 績 値 353,612,413円 353,612,413円

達 成 率 85.08% 0.00% 0.00% 27.24%

計 画 値 80,197,000円 84,207,000円 88,417,000円 252,821,000円

実 績 値 65,231,711円 65,231,711円

達 成 率 81.34% 0.00% 0.00% 25.80%

計 画 値 676,147,000円 704,247,000円 733,556,000円 2,113,950,000円

実 績 値 574,697,370円 0円 0円 574,697,370円

達 成 率 85.00% 0.00% 0.00% 27.19%

介 護 老 人
福 祉 施 設

介 護 老 人
保 健 施 設

介 護 医 療 院

介 護 療 養 型
医 療 施 設

居 宅 介 護 支 援

小　計

合計（総給付費）

訪 問 型 サ ー ビ ス

通 所 型 サ ー ビ ス

介 護 予 防
ケアマネジメント

合　計

施
設
サ
ー
ビ
ス
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３．介護サービス基盤の整備状況について

計画 実績 開設時期

29人分 ― ―

１か所

(30人分)
― ―

１か所

(29人分)
― ―

10人分 ― ―

50人分 ― ―

サービス種別 名称 所在地

地 域 密 着 型

介 護 老 人 福 祉 施 設

入 所 者 生 活 介 護

― ―

定期巡回・随時対応型

訪 問 介 護 看 護
― ―

看 護 小 規 模

多 機 能 型 居 宅 介 護
― ―

介 護 医 療 院 ― ―

特 定 施 設 入 居 者

生 活 介 護
― ―

　第８期介護保険事業計画では、下表のとおり介護サービスの基盤整備を行うこととしていま

す。

　令和３年度は、「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」及び「定期巡回・随時対応

型訪問介護看護」について指定候補事業者の公募を行いました。

　これらは、第７期介護保険事業計画においても未整備となっていることから、「地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護」については整備対象圏域の拡大を、「定期巡回・随時対応

型訪問介護看護」については、人件費や事務所賃料に対する補助制度の新設をそれぞれ行いま

したが、いずれも応募する事業者はなく未整備となりました。

　令和４年度は、未整備となった上記二つのサービス種別に加え、「看護小規模多機能型居宅

介護」及び「特定施設入居者生活介護」の公募を行う予定です。
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